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ＳＮＳでＰＲをすれば商品代金やサービス利用料が無料になる？！ 

-「キャッシュバックで実質無料」「自己負担なし」などの勧誘に注意- 

 

ＳＮＳの投稿で商品やサービスをＰＲすれば、後からキャッシュバックを受けることができ、

一切の負担なくそれらを利用できるなどと勧誘して商品等の契約をさせる手口について、全国の

消費生活センター等に相談が寄せられています。 
相談事例をみると、「商品等をＰＲしているのにキャッシュバックが振り込まれない」「費用は

かからないと聞いていたのに、後から請求を受けた」など、勧誘時の説明とは異なり、商品代金

やサービス利用料等が消費者の負担となり、トラブルになっています。 
そこで、トラブルの未然・拡大防止のために、消費者に向けて注意喚起を行います。 
 

図 トラブルのイメージ図（一例） 
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１．相談事例（( )内は受付年月、契約当事者の属性） 

【事例１】モバイルＷｉ-Ｆｉとタブレット端末をＰＲすれば、実質無料で利用できると勧誘され

たが、キャッシュバックが一度も振り込まれない 

昨年の秋頃、私の画像専用ＳＮＳのアカウントに、「モバイルＷｉ－Ｆｉが無料で使えるモニタ

ーに興味があれば、無料通話アプリで連絡してほしい」とのダイレクトメールがＡ社から届いた。

ちょうどモバイルＷｉ－Ｆｉを使いたいと思っていたので、無料通話アプリのアカウントを追加

登録すると、担当者からＵＲＬ付きのメッセージが届いた。Ｂ社のモバイルＷｉ－Ｆｉとタブレ

ット端末を契約して使い、ＳＮＳでＰＲすれば、Ａ社からそれらの月額利用料金がキャッシュバ

ックされるため、実質無料になるとのことだった。Ａ社の担当者から引き続き説明を受け、添付

のＵＲＬから開いたサイト内でクレジットカード情報の入力等をした。その後Ｗｉ－Ｆｉルータ

ーやタブレット端末が届き、クレジットカードから11月に約１万2,000円、12月に約8,000円が引

き落とされた。しかし、商品をＰＲしているのに、Ａ社からのキャッシュバックが一度も振り込

まれない。無料通話アプリで問い合わせてみたが明確な回答をもらえない。どうしたらよいか。 

（2022年１月受付 20歳代 男性） 

 

【事例２】スマートスピーカーのＰＲを依頼され、料金の負担はないと聞いていたが、商品が届

かないまま利用料金がクレジットカードで決済された 

画像専用ＳＮＳに「このＳＮＳ上で商品を宣伝するだけで報酬が得られる」とダイレクトメー

ルが届いた。電話で話をしたいとのことで電話番号を教えると、後日相手から電話があり、「スマ

ートスピーカーを送るので、一度でいいから投稿で商品を宣伝してほしい。スマートスピーカー

の利用にはＷｉ－Ｆｉの契約が必要だが、それらの月々の利用料金はこちらが負担する」と言わ

れた。それならやってみようと思い、相手から届いたメールでのやりとりで契約した。その際、

手続きに必要と言われてクレジットカード番号を登録した。その後、商品は未だに届いていない

が、スマートスピーカー等の契約先事業者名で月々の利用料金がクレジットカード決済されてい

る。聞いていた話と違うので解約し、返金を求めたい。 

（2021年 11月受付 30歳代 女性） 

 

【事例３】ＰＲすれば無料で受講できるオンライン講座で、別途商品の購入が条件になっていた 

２か月前、ＳＮＳで知り合った人から、その人が主催するピラティスのオンライン講座の受講

を勧められた。「講座はオンライン開催で期間は３か月間、料金は約26万円だが、ＳＮＳでこの講

座をＰＲしてくれれば無料にする」と言われて了承した。しかし受講すると、ピラティスに合わ

せたファスティング（断食）用に、ネットワークビジネスの商品を購入することが条件であると

わかった。また、事前に聞いていた説明とカリキュラムの内容が異なっていたり、講師が何度も

遅刻をする。契約書面等は受け取っていない。解約を申し出ると違約金を請求されるのではない

かと心配だ。今後どうしたらいいか。 

（2021年 10月受付 30歳代 女性） 
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２．アドバイス 

（１）「キャッシュバックで実質無料」「自己負担なし」などと言われても安易に契約しないよう

にしましょう 

ＰＲする商品やサービスが最初から無償で提供されず、キャッシュバックを前提にまずは消費

者の名義で契約するよう指示されています。また、費用の負担はないと言われていても後から請

求されたり、別の商品等の購入を勧められたりすることもあります。無料で利用できるお得な話

としてＳＮＳのメッセージ等で勧誘されても、安易に契約せず、慎重に判断してください。 

 

（２）商品やサービスによっては違約金や端末代金の残債等解約にかかる費用が大きくなります 
勧誘時に提示されたキャッシュバックが入金されず、一時的に負担するつもりで購入した金額

がそのまま残ってしまったり、月額利用料金の支払いだけが続くトラブルが目立ちます。また、

支払いを続けることが難しくなり解約を申し出ると、契約期間に定めがあるなどの場合に、違約

金を請求されることがあります。 

なお、Ｗｉ－Ｆｉのルーターやタブレット端末等を割賦で購入している場合は、解約時に残債

を一括で請求されることがあります。請求金額を支払わないままでいると、信用機関に事故情報

として登録されてしまう恐れがあり、登録されると、新たなクレジットカードの申込みや各種ロ

ーンの審査が通らなくなるなどの影響があります。 

 

（３）不安に思った場合やトラブルになった場合はすぐに最寄りの消費生活センター等に相談し

ましょう 
＊消費者ホットライン：「１８８（いやや！）」番 

最寄りの市町村や都道府県の消費生活センター等をご案内する全国共通の３桁の電話番号です。 

 

３．情報提供先 

・消費者庁（法人番号 5000012010024） 
・内閣府消費者委員会事務局（法人番号 2000012010019） 
 

 

 

 

 

 

 

国民生活センター公式LINEアカウントでも、さまざまな消費者トラブルの情報を発信しています。 

 

 

 

 

<title>SNSで PRをすれば商品代金やサービス利用料が無料になる？！ － 「キャッシュバックで実質無料」「自己負担なし」などの勧誘に注意 － </title> 


